
   小金井市建築協定に関する公聴会規則 

 

（通則） 

第１条 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第７２条第１

項（法第７４条第２項及び第７６条の３第４項において準用する場合を含む。）の規

定に基づき、市長が行う建築協定に関する公開による意見の聴取の会（以下「公聴

会」という。）に関しては、この規則に定めるところによる。 

（開催の公告及び通知） 

第２条 市長は、公聴会を開催しようとするときは、開催の日の１週間前までに意見

の聴取の事由、期日及び場所を公告するとともに、当該建築協定をしようとする者

（以下「協定者」という。）及び法第７１条に規定する縦覧期間の満了後１週間以

内に市長に文書をもって異議を申し出た者（以下「異議申出人」という。）に通知

しなければならない。 

２ 前項の規定による公告は、小金井市公告式条例（昭和２５年条例第１１号）第２

条第２項に規定する掲示場に掲示して行う。 

 （議長） 

第３条 公聴会においては、市長又は市長の指名した市職員が議長となる。ただし、

次の各号のいずれかに該当する者は、議長となることができない。 

 ⑴ 協定者又は異議申出人の親族 

 ⑵ 協定者又は異議申出人の法定代理人、後見人もしくは保佐人 

（関係職員等の出席） 

第４条 市長は、必要があると認めるときは、公聴会に関係官公庁の職員又は市所属

の関係職員（以下「関係職員等」という。）の出席を求め、意見を聴き、又は説明

を求めることができる。 

２ 前項の場合において、市長は、あらかじめ意見の聴取の事由、開催の期日及び場

所を関係職員等に文書をもって通知しなければならない。 

 （口述審問） 

第５条 意見の聴取は、公開し、かつ、口述審問により行う。 

 （代理人） 

第６条 協定者又は異議申出人が公聴会に出席できない場合は、その代理人を出席さ

せることができる。 

２ 協定者又は異義申立人は、前項の規定により代理人を出席させる場合は、公聴会



の開催日の前日までに委任状を市長に提出しなければならない。 

 （陳述書による意見の聴取） 

第７条 異議申出人又は前条第１項の規定による異議申出人の代理人が出席せず、か

つ、当該建築協定に関する陳述書をあらかじめ提出してある場合の意見の聴取は、

その陳述書及びその事項に関して調査に当たった関係職員等が作成し、かつ、署名

した調書を朗読して行う。 

２ 異議申出人又はその代理人が出席せず、かつ、前項の陳述書を提出していない場

合の意見の聴取は、前項の調書を朗読して行うことができる。 

 （欠席届） 

第８条 協定者、異議申出人又はこれらの代理人が公聴会に出席できない事由がある

ときは、その事由を記載した欠席届を公聴会の開催の日の３日前までに市長に届け

出なければならない。 

 （公聴会の延期） 

第９条 市長は、必要があると認めるときは、公聴会の期日を延長することができる。 

２ 前項の場合においては、第２条の規定を準用する。 

（証人及び参考人の出席） 

第１０条 協定者、異議申出人又はこれらの代理人は、意見の聴取に際して、自己に

有利な証人又は参考人を出席させ、かつ、有利な証拠又は資料を提出することがで

きる。 

２ 前項の場合においては、協定者、異議申出人又はこれらの代理人は、公聴会の開

催日の前日までに、この旨を市長に届け出なければならない。 

（発言及び発言の停止） 

第１１条 公聴会に出席した協定者、異議申出人、代理人、関係職員等その他当該建

築協定の利害関係人は、口述審問において発言することができる。 

２ 前項の規定により発言しようとする者は、あらかじめ議長の許可を受けなければ

ならない。 

３ 発言の内容は、議長の聴こうとする事項の範囲を超えてはならない。 

４ 議長は、発言の内容が前項の範囲を超えたときは、その発言の停止を命ずること

ができる。 

５ 関係職員等が第３条各号のいずれかに該当する場合は、第１項及び第２項の規定

にかかわらず、発言することができない。 

 （公聴会の記録及び保存） 



第１２条 議長は、公聴会の次第、内容の要点及び関係出席者の氏名を記録し、又は

市の職員に記録させなければならない。 

２ 市長は、前項の記録を保存しなければならない。 

 （会場の秩序保持） 

第１３条 議長は、会場内を整理するために必要があると認めたときは、公聴会を妨

害し、又は会場の秩序を乱す者に対し、退場を命ずることができる。 

 （委任） 

第１４条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

付 則 

この規則は、平成１９年２月１日から施行する。 


